




































保守政党にも憲法調査会が設けられた。その後、いわゆる保守合同によって自由民主党 誕生 、鳩山一郎内閣が一九五六年六月十一日 憲法調査会法を成立させた。七年後の一九六四年七月三日に報告書を提出してこの調査会は解散した。その後は長 間、憲法改正の機運は盛り上がらなかったが、二〇〇〇年一月二十日に国会に憲法調査会が設置され 二〇〇七年八月には 継組織として両議院 憲法審査会が設置され、調査会は廃止された。
憲法調査会はいずれも憲法改正を目指す国会議員の強い働きかけによって設置されたという共通点がある。

















の合併により自由民主党が誕生した。これによって、改憲を志向する大政 が誕生した。結成時 定められた「政綱」では「平和主義、民主主義および基本的人権尊重の原則を堅持しつつ、現行憲法の自主的改正をはかる」としていた。また、 「占領下に制定された現行憲法を 国民の自由意思により、国情に即するよう自主的に改正するため、法律による憲法調査会を設置して、改正案 準備する」ことも決定していた。結党から一ヶ
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月後の一九五五年十二月に憲法調査会（会長は山崎巌）が設置され、改正に向けての動きを開始していた。
その前年の五四年一月には、憲法擁護国民連合（護憲連合）が結成されていた。護憲連合はその要綱で「平






















その結果を内閣及び内閣 通じ 国 に報告する」 （同法第二条）ものとされた。翌五七年七月に委員が任命され、翌月に第一回総会を開いて以来、七年 わたる調査および審議をすること なる。この会は、国会議員三十人、学識経験者二十人で構成されること なっていた。途中での交代 含めてのべ七十三人が委員として参加したが 交代したのは大半が国会議員で 学識経験者のほうは最後まで顔ぶれはほとんど変わらなかった。有力な護憲派憲法学者が参加を拒否 こともあり、学識経験者も多く 改憲賛成派から任命されている。
国会議員は所属政党の議席数に応じて割り当てられるはずであったが、社会党は同会に参加しない方針を固
めていた。そのため発足が当初の予定より大幅に遅 、第一回総会が開かれたときには、設置法の公布・施行からすでに一年あまりが経過し、内閣は鳩山から石橋湛山を経て、岸内閣になっていた。発足後も に対して参加を要請したが、社会党の態度は固く、最後まで参加しなかった。その め、社会党に割り当て れるべき委員を空席にしたまま計三十九人の委員で発足 せざるをえなかった。また、社会党を離 した右派議員
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深い護憲連合は、憲法擁護の義務を負う（憲法第九十六条）政府が調査会を発足させたことを非難する抗議文と声明を発表した。護 連合は代表が憲法調査会に出席して意見 述べ ことも拒否した。
日本国憲法を「マッカーサー憲法」 「押しつけ憲法」と批判し、これを廃して根本的に改正した「自主憲法」
を制定したいというのが自民党改憲派とその周辺の学識経験者の考えであった。しかし、調査会そのものは少なくとも建て前上は改 を目指すもので なかった。会長に選ばれた英米法学者の高柳賢三は、そも も憲法改正には慎重だったこともあり、この原則に忠実 従って の運営を進めようとした。そのため、改正を目指す委員から 不満の声も聞かれた。社会 の不参加という事情もあって、委員の圧倒的多数は改憲論者で占められており、多数決によって調査会 決定 るならば、はじめから結論は見えている。その め非 らは多数決による結論のとりまとめに反対 結局、議事規則 おいて、 「憲法調査会は、調査審議の結果をそのまま内閣及び内閣を通じて国会に報告する場合には、調査審議を終結するに当たって明らかにされた各委員の意見を公正に表示する」 定め、多数決によ を避けた。
同調査会は、委員同士の意見交換や討論以外にも、参考人の意見陳述や都道府県別に公聴会を開催したほか、
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よび第九条に掲げられた平和主義の理想はあくまでも維持すべきものであるとして、改正に慎重な立場を取る。「将来においては、各国が戦力を放棄するという方向に向かわなければならないという考え方が要請されるのであり、第九条はこのような方向を指示するもの ある。 （中略）現行国際法からすれば の明 いか
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この当時までに最高裁判所は、米軍基地拡張をめぐ 砂川事件において、憲法第九条の とでも 権の存
在、自衛力の保持、お び集団的安全保障制度への参加は認められると判断しており そうした解釈 したがって自衛隊法や日米安保条約が成立し運用されていると考えられていた。そうであれば、第九条を改正 なければならない特段の理由はないことにもな 。 もかかわらず第九条を改正することは、 が掲げる理想を失わせることになるという観点から 改正反対論を一部の委員 展開した。自衛隊や日米安保を合憲と解釈することは、憲法の掲げ 理想を堅持しながらも現実世界に対処する道だということ なる。
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条に関連する社会事実としての現段階における国際社会の現実は、無視することはできないのであるから、第九 は一方的完全非武装を規定するものであるとする解釈 、文理解釈としては正しいように見えるが、国際政治的良識に反する。しかし他面、核兵器時代においては、世界各国が第九条第二項と同じ態度をとり、その安全保障を世界平和機構に任せることが正しい理想である。第九条は、右のような、直ちには実現しえざる理想を掲げた憲法規範であると考え べきであり、その意味で政治的宣言である。
第九条を政治的宣言と る解釈の下では、第二項の 字にかかわらず、自衛権は完全に留保されており、






つ手がなかった。最終報告書が提出された一九六四年には、池田勇人が首相の座についてす に三年余りが過ぎていた。池田は「所得倍増」を掲げた経済政策に力を注い おり、内心はどうであれ、首相 しては憲法改
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人の歴史家もなく、外交史家もなかった」 、 「歴史また 外交史の非専門家であった」のであり その一員でもあった高柳も「歴史にはズブの素人」にすぎず、 「憲法改正とか、新憲法制定などということはアタマから問題外ときめてかかっていた」 している。さらに、 「こんな偏見をもつ者を、ただ年長者である い だけの理由で会長に推したことは、憲法調査会出発当初の大失態 っ 」とまで述べてい
）（（
（る。このほか、神川は引





あった」にもかかわらず、それがないがしろにされ、 「第九条に関する憲法政策学的、国際政治的ないし政策論的検討は殆ど全く行 れなかった」と う が神川の評価であっ 。 「第九条 その にしておい よいか、改正する必要があるか、改正するとすれば、どういう風に改正する という最も重要な問題に正面から取り組まず、 「枝葉末節的な問題のセンサクに数年の月日を空費した」 であり、 「結局、調査会は 最後にたるまで、この重要課題 対し、何一つ本質的な貢献をなすことなく、ウヤムヤに閉会するにいたっ 」と総
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である。佐藤は、日本が直面す 問題を改憲論が「ど ような にお て解決 ようと主張してい か」が重要だとしている。
また、中国文学研究者の竹内好も、世論調査において憲法改正へ 賛成が反対を下回り、国会で護憲派が議
席の三分の一を上回るようになっているにもかかわらず「 〔政府・与党が〕改憲を きらめたわけ はない証
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onstitution of Japan ）より上位に国民の意思を置くものであり、法典以前
の憲法（
constitution ）こそが憲法典を基礎づけるものという意味だろう。こうした考え方からは、憲法の平

























釈改憲で行く いう姑息 ものとばかりはいえない。高柳のような非改憲論は、実質的 いし現実的護憲論と隣り合っているといえるのではないか。渡辺の うよ に 「軍備をもつべきで い」と国民が信ずるならば、第九条の文言やその文理解釈がどうであれ、国民は、実質 に軍備を保有 な のとほとんど変わらな 策を求めるであろう。軍備をまったく持たないとま か までも、その運用はきわめて抑制されたも となるにちがいない。
憲法調査会は、神川のような原理的改憲（明文改憲）を求める者には無駄に終わったに等しいが、護憲・改
憲の二分法的な捉え方には収まりきらない議論があり得るこ を示したところに意義を見いだすこ がで る。
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憲法調査会事務局編『憲法調査会報告書の概要』 （日本評論社、一九六四年） 、一 二ページ。
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拙稿「 『丸山眞男座談』に戦争 平和を『聞く』 （下） 」 『流経法学』第一二巻第二号（二〇一 年九月） 、五二ページ。
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前掲『憲法読本（下） 』 、一五一―一五二ページ。
